
平成1時肘生削か月までの全戸肘相集」及び「育児支援ま庭妨周事業畑加熱別葉施状況  

生後4か月までの全戸坊間事集 （こんにちは赤ちゃん暮薫）   育児支嬢書鳥訪問暮義  生後4か月までの全戸訪問暮簾 にんにちは赤ちやん事業）   書児支嬢ま臆訪問事業  

実施市区町村数  実施率  実施市区町村数  実施犀  実施市区町村数  実施率  実施市区町村数  実施率  
北 海 道  10a   57，2■   70   38．9■  滋 賀 興  18   69．2ヽ   18   50，肪  

書 籍 策  19   4丁．5ヽ   2丁．5ヽ  訂■■L・・  1¢   ¢l．5l   14   5〇．8■  

岩 手 れ  30   85．7ヽ   20   57．1ヽ  大 阪 府  18   4l．汎   3†   72．1～  

こ   一丁  35   97．2ヽ   31   桝＝ヽ  ・  「    28   68，3ヽ   2き   58．1ヽ  

秋 田 ホ  柑   52．仇   l   †8，0ヽ  奈 良 れ  18   J‖．0l   15   38．5l  

山 形 れ  28   80．Ol   2（I   57．1l  和歌山泉  10   33．‡l   l   20．0ヽ  

袖 ▲ れ  28   ■ユ＋ユヽ   1◆   23．3ヽ  ▲ 取 県  15   78．外   15．飢  

■      24   54．5t   20   45．5ヽ  与 機 具  け   81．0ヽ   52．4■  

栃 木 禦  18   58．1■   17   封．8ヽ  円 山 ホ  t†   6ユ，仇   18   S9．ユヽ  

群 馬 策  2¢   88．4ヽ   15   き95ヽ  広 島 泉  18   78．孤   ◆†．8ヽ  

埼 玉 興  27   38．8ヽ   25   35．7ヽ  山 口 県  14   63．6■   lO   45．5l  

千 集 県  2丁   ヰ8，2ヽ   15   28．肌  こ・  ∴・  12   50．（h   3丁，5■  

東 京 軌  27   ヰ3，5～   42   OT．7～  香 川 興  10   58．8ヽ   8   35．識  

神奈川黒  】2   36．4ヽ   15   45．5■  ∴】■■＝  7   35．仇   5   25．肪  

新 潟 れ  25   7l．4ヽ   川   I5．丁ヽ     ；■     19   5t3ヽ   31．4ヽ  

暮 山 県  73．諏   l   26．7t  1■■■㌻   31   一丁．0ヽ   31   4丁．Ol  

石 川 興  19   100．0ヽ   柑   100．0～  佐 1 黒  18   82．8■   8   3t肪  

福 井 泉  14   82．4ヽ   6   35．3ヽ  長 嶋 ホ  21   ⊆‖．3ヽ   l¢   69．仇  

山 梨 れ  20   Tl．4ヽ   19   87．汎  熊 本 果  29   60．4l   13   2†．1ヽ  

景 野 環  ヰ7   58．仇   28   卸．8l  大 分 ホ  n   61．1l   

＝■■ヒ    之l   50．肪   15   35．Tl  宮 嶋 れ  10   33，3l   5  

静 岡 熱  30   T11l   18   ヰ2．9l  てこ  ＝ ・・■ 「  23   46．汎   20．4l  

愛 知 祭  29  4¢．【ll  85   55．仇  ■■      33  80．5～  17  41．5ヽ  

三 重 黒  20   69．0ヽ   12   41．4ヽ  全国平均  l 川63   58．孤   184   42．汎  

平月＝且年d   4引   24．6■  

※各血道府県には政令指定♯市・中職市を含む。  

※平成19年度次世代書戌支捜対策交付金内示ベース   
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どもを守る地  

果たすべき機能  

要保護児童の早期発見や適切な保護を図るためには、  

・関係機関が当該児童等に関する情報や考え方を共有し、  

・適切な連携の下で対応していくことが重要  

であり、市町村（場合によっては都道府県）が、子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）  

を設置し、  

（D関係棲開相互の連携や役割分担の調整を行う機関を明確にするなどの責任体制を明確化すると   

ともに、  

② 個人情報保護の要請と関係機関における情報共有の在り方を明確化することが必要  

保健機関  

学校・教育委員会  

・協議会参加者の守秘義務（児童福祉法第25粂の5）   

・支援内容を一元的に把握する機関の選定  

民生・児童委員  

民間団体  

機能していない自治体の場合  ネットワークが機能すると・  

保育園・幼稚園の園長さんとのやりとり  「気になるケース」は、市町村の協  
議会の実務者会議などで検討   

・ 来月の3歳児健診の際に、保健師  
が声を力＼けてみよう力＼。   

・末受診ならば、保健師が訪問する  
ことにしてはどう力＼？   

・ 生活保護のケースワーカーと相談  

してみよう力＼。   

など  

Q「園で虐待ケ  を経験したことは？」  

A まったくない！   

Q「風呂に入っていないとか、朝こ飯   

を食べてこないといったケースは？」  

A 結構ある。   

Q「そんなケースはどうするの？」  

A こ飯を食べさせたり、保護者に注意   
したり・・・。でも、これくらいでは   
児童相談所に相談しても相手にじても   
らえないし・・・。  
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【孤立化防止】  
・生後4か月までの全戸訪問事業（こんにちは赤ちやん事業）の推進  

・育児支援家庭訪問幸美の推進  

・地域子育て支援拠点事業の推進  
・オレンジリボン・キャンペーンなどの啓発活動の促進  

発生予防対策の推進  

【子どもを守る地域ネットワークの機能強化】  
・子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業【新規】  

【児童相政所等の機能強化】  
・児童相談所による一時保護委託の推進  

【一時保護施設等の充実】  
・一時保護施設等の環境改善  

【子どもの心の問題等への対応】   
・子どもの心の診療拠点病院の整備【新規】  

早期発見・早期対応   
休制の充実  

【里親制度の拡充】   
・里親支援機関による里親の支援【新規】   
・里親手当・専門里親手当の改善、里親受託支度費の改善  

【児童福祉施設の支援の充実】   
・小規模グループケアの推進   
・児童養護施設への看護師の配置【新規】  

【施設退所者等への支援の充実】  
・地域生活支援事業（モデル事業）【新洩】  

・児童自立生活援助事業（自立援助ホーム）、身元保証人確保対策事業の推進  

自立に向けた  

保護・支援対策の充実   

（社会的養護体制の拡充）  
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改正前  改正後  

一時偏覆   な し   面会・通信制腺  

・虐待等により、児童を保護者から  
一時的に分離する必要がある場合に  

※接近禁止命令か必要な場合、  

行われる児iの緊急保讃  強制入所へ移行  

阿意入所等   な し   面会・通信制腺  

□ 行われる児童  
≠護施設等への入所措♯や里親委託  

※接近禁止命令が必要な場合、  

措置  強制入所へ移行  

強封入所等   
・保護者の同意のないまま．家庭裁  

面会・通信制限   面会・通信制限  

判所のま雪空有色行われる児童養護  
施設等への入所措置や里親委託措置  

＋  

合（荊   

射あり）  
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乳児院   児暮義凛施設  情緒陣書児  児土自立支援  自立櫨助 ホ  

短期治♯施設   施設   ーム   

乳児（保健上、安定し  保護者鵬ない児童、貞  軽度の情緒障害を有  不良行為をなし、又  義務教育を終了した  
対t児1             た生活環境の確保そ  持されている児童その  する児童   はなすおそれのある  児童であって、児童  

の他の理由により特  他環境上養護を要す  児童及び青息環境そ  養護施設等を退所し  
に必要のある場合に  る児童（安定した生活  の他の環境上の理由  た児童等  
は、幼児を含む。）  環境の謙保その他の  により生活指導等を  

理由により特に必要の  要する児童   
ある場合には、乳児を  
含む．）  

施設数   t17か所   55gか所   27か所   5紬ヽ所   35か所   

（公立・私立）  （Ⅰ6か所・101か所）  （55か所・503か所）  （llか所・16カ＼所）  （56か所・2か所）   

児暮定1   3，669人   33，676人   リ23人   4，227人   263人  
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報告書（ポイント）  

社会的養護を必要とする子どもの増加、虐待等子どもの抱える背景の多様化■複雑化  

（1）家庭的養護の拡充   

G）里親制度の拡充  

○ 里親委託を促進するための制度的な枠組みを整備  
・「養育里親」と「養子縁組里親jの区別  

・里親認定登録制虔の見直し、里親研♯の嚢務化等  

・里親手当について里親による暮育を社会的に評価する額への引上げ  
○ 里親支援の強化及び里親支援機関の創設   

②小規模グループ形態の住居における新たな♯育制度の創設  
○ 小規模グループ形態の住居における養育を里親、施設と並ぶ子どもの養育の委託先として位置付け  

・同事業を社会福祉事業とし、一定の要件を課す  
（診】腋設におけるケア単位の小規模化等家庭的♯護の推進  

○（2）の検討と併せて検討  

（2）施投機能の見直し   

0子どもの状態や年齢に応じた適切なケアを実施できるよう現行の施設類型のあり方を見直しするとともに人員配置基   

準や措置費の算定基準の見直し等を含めてケアの改善に向けた方策を検討。  
このような見直しを具体的に進めるためには必要な財源の確保が不可欠であるとともに、現在施設内で行われている   

ケアの現状を詳細に調査・分析することが必要。   
○ 上記と並行して施設における専門機能の強化や自立支援策の強化を実施  

（1）児童相談所のアセスメント機能の強化   
0 児童相談所等の体制強化、一時保護から措置解除までの各段階における必要な事項の標準化の実施  

（2）家庭支援機能の強化  
○ 児童家庭支援センターにおける施設附置要件の見直し、生後4か月までの全戸訪問事礫や育児支援家庭  

する者の配置など  菓の推進、要保護児童対策地域協譲会の調整機関への一定の   

○ 年長児圭の自立支援のための取組の拡充   
・自立生活援助事業（自立援助ホーム）の見直しによる自立支援の強化・充実   
・施設を退所した子ども等に対する相談等を行う拠点事業の創毀  

0 韓員及びその専門性を確保するため以下の施策の検討   
（1）施設長・施投書員の事件の明確化   
（2）基幹的書員（スーパーバイザー）の配■、♯成のあり方  
・自立支援計画等の作成・進行管理、ヰ員の指中等を行う基幹的職員の配置を義務付け等  

く3）国及び都道府県の研修体制の拡充  
・彿道府県が人材育成を計画的に進めるための仕組みの導入  
・国による人材育成に関する指針の作成、研♯体制の拡充等  

○ 施設内虐待の防止等子どもの権利擁護の強化に関する以下の施策の検討   
（1）拷tされた子どもの権利汝護を同るための体制嚢偏  

一 都道府県児i福祉書旛会の調査書旛事項として措置された子どもの権利擁護に関する事項の明確化等   

（2）監査体制の強化等ケアの書の向上のための取組の拡充   
（3）施設内■特等に対する対応  

・施設内虐待が起こった場合に外部へ知らせる仕組み（子どもの届出」騒月の通告■務）  
・通告した牡Å等の保雄（届出をした子ども，通告した職員に関する菰道府県層の秘せ保持、不利益取扱いの禁止）  
・届出、通告があった場合の都道府県が嶺じるべき措置の明確化（子どもの保護、施設等に対する立入調査、質問、勧告、指導、業務  
停止等の処分等）  

t 旛腰内虐待に関する検証・調査研究、公表  

○ 要保韻児童に対し適切な支援を行い得るような社会的養護の提供1を確保するという観点から、都道府県において計画   
的にその整備を行う仕組みの構築の検討  
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第30回社会保障審議会児童部会（平成19年2月1日）提出資料  

児童福祉法等の一部を改正する法律（案）の主な内容  

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略等を踏まえ、子育て支援に関する事業の制度上の位置付けの明確化、虐待  
を受けた子ども等に対する家庭的環境における養護の充実、一般事業主行動計画の策定の促進など、地域や職場にお  
ける次世代育成支援対策を推進するための所要の改正を行う。  

1児童福祉法の一部改正①（子育て支援事業等を法律上位置付けることによる質の確保された事業の普及促進）  

比L重責ヱ支援事業を法律上位置一寸lナ  
○以下の事業について、法律上位置付けるとともに、省令で必要な基準等を設け、都道府県知事への届出」啓導監督等に  

かからしめることとする。   
①乳児家庭全戸訪問事業（※いわゆる生後4か月までの全戸訪問事業）   
②養育支援訪問事業（※いわゆる育児支援家庭訪問事業）   
③ 地域子育て支援拠点事業   
④ 一時預かり事業  

○また、市町村は、これら①～④の事業が着実に実施されるよう必要な措置の実施に努めるものとする。  

※上記の改正に併せて社会福祉法を改正し、上記事業及び2（2）の小規模住居型児童養育事業（仮称）について∴第2種社会福祉事業とするこ  
とにより．必要な社会福祉法の事業開始・指導監督規定や、消費税等の非課税措置の対象とする。  

（2）家庭的保育事業を法律上位置付け ○保育に欠ける乳児又は幼児を、家庭的保育者（保育士であって市町村の行う研修を修了した著その他の省令で定める看   
で、市町村長が適当と認めるもの）の居宅等において保育する事業について∴法律上位置付けるとともに、省令で必要な基  
準等を設ける。  

○市町村の保育の実施責任に関する規定に、保育所における保育を補完するものとして家庭的保育事業を位置付ける。   

○市町村は、事前に都道府県知事に届け出て家庭的保育手業を行うことができるものとし、都道府県による指導監督等にか  
からしめることとする。  

M 里親制度の改正  
0妻子縁組を前捷とした里親と養育里親を区別し．養育皇統め要件こ  

す。  
0都道府県の巣裁として、里親た対する支援、普及啓発等を行う土と李  

できることとするム  （噸琴  
0 要保護児童の委託先としてこ養育者の住居で要保護児玉を養育する∃   
集に関する要件を定めるほか、都道府県の監督等必要な規定を設ける。  

（針要保護鬼童対笠地坪埠議会の鱒鱒弓削ヒ  

保護者、妊婦に拡  lまか、  ○要保護児童対策地域協議会の協議対象を∴露育支援が特に必要である児童  
要保護児童対策調整機関に、一定の要件を満たす者を置く努力義務を課す。  

（4）僻見直し  
○児童自立生活援助事業にういて、対象者の利用の申込みに応じて提供することとするとと引こ義務教育終了後の児童のほ   

か、2b歳未満の支援を要する者を追加する等の見直しを行う。   

（5）施設内虐徐の1防止  
0児童養護施設等l誘ける虐待を発見した者の通告義務、通告があった場合の都道虎県や由道府県児童福祉審議会等が講   

ずべき措恵等施設内虐待の防止のための規定を設けるか  

沌トその他  
0児宰相談所における保護者指導を児童家庭支援センター以外の一定の要件を満たす卦こも委託セきる∈ととすも  

Q児童家庭支援センタ→ニついて、児至福祉施設への附置要件の靡止専を行棄  
0都道府県における里親や児童葺護施設等の提供体制の計画的な整備について、必要な簿濃を講じも  
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3 次世代育成支援対策推進法の一部改正（む（地域における取組の促進）  

（1）国による参酌接進の接元  
○ 国は、市町村行動計画1こおいて、保育の実施の事業∴放課後児童健全育成事業等に関する事項（量）を定め引こ際して参考   

とすべき標準（参酌棲準）を定めるものとする。  

佗）地域行動計画の笠定薯に対する蛍件の春画  
○ 市町村及び都道府県は、行動計画を策定・変更はうとするときは、住民の意見を反映させるほか、労使を参画させるよう努め  

るものとする。  

（の 地域行動計画の定期的な評価・冒＿直L  
○ 市町村及び都道府県は、定期的に行動計画に基づく措置の実施状況等を評価し、計画の変更等の措置を講ずるよう努めるも   

のとする。’  

（1）一般事業主行動計画の笠定・届出義務の対象の拡大  
○ 中小事業主のうち一定規模以上（100人超）の事業主について、行動計画を策定・届け出なければならないものとする。  

（2）一般事業主行動計画の公表・暦知  

○ 行動計画の策定・届出義務のある事業主について、行動計画の公表及び従業員への周知を義務づけるとと引こ、   
行動計画の策定・届出が努力教務の事業主についても、同様の努力義務を設ける。  

※ 一敗事業主による取組の促進のため、上記法改正事項に加え、①次世代育成支援対策推進センターの一層の機能発揮を促進するとともに  
地域における国、地方公共団体、事業主及び次世代センター等の連携・協力を強化し、一般事業主の取相を支接する、 ②企業規模を問わす  
認定（くるみんマーク取得）に向けた取組を促進するため、r男性の育児休業取得者1名以上」の認定基準について、中小企業に関しては緩和を  
する等、認定基準の見直しを行う予定。  
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子ども虐待防止のオレンジリボン  

己らは、子どものいのらと心を守り  
己ちは、家族の子育てを支援します  
己ちは、里親と施設の子育てを支援  
己ちは、地域の連帯を拡けます  

☆ あなたにできること   

□ まずは身近な自分の子育てを振り返ってみてほしい  

□ もし、子育てに悩んでいる人がいたら、ひとりで抱え込まずに相談してほしい  
□ もし、虐待で苦しんでいる子どもたちがいたら、がまんしないで打ち明けてほしい  
□ 自分の周囲で虐待が疑われる事実を知ったときは、躊躇なく通報してほしい  
ロ 虐待を受けた子どもたちの自立に向けた支援の輪に加わってほしい（寄付でも、   

ボランティアでも）  

ロ もし、可能なら、虐待を受けた子どもたちのための親代わり（里親）になってみて   
ほしい  
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